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Ａ．研究目的 

子供の健康は親に強く規定される。昔の母親は

家庭や地域に支えられて健全な子育てを行ってい

た（小川憲治, 2002「IT 時代の人間関係とﾒﾝﾀﾙﾍﾙ

ｽ･ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ」）。現代の子育ては核家族化や対人関

係の希薄化により、母親一人にその重責が集中し、

これが母親の孤立を生み、うつ、子供の不健康・虐

待につながっていると考えられる。母親に適切な

情報を届け、母親を他者との関係の中に置けるよ

うな環境の構築が喫緊の課題である。 

現代社会の情報通信はインターネットに依存し

ている。以前は井戸端会議（オフライン）で行われ

ていた情報交換も、最近ではメールやLINEなどが

主流となった。母親にオンラインメディアを活用

して情報発信する中で、個々の母親へ情報が届き

やすくなるばかりか、情報を受け取った母親が井

戸端会議に加えて、オンラインでつながった母親

同士あるいは友人へ広く情報共有を図り（新たな

ソーシャルキャピタル）、母子の健康状態の向上に

つながると考えた。 

社会的つながりと出生率の相関は知られている

が（厚労省ソーシャルキャピタル関連資料）、当研

究では、オンラインメディアを活用した新しいソ

ーシャルキャピタルの醸成が健康に寄与するかを

検証する。Facebookによるワクチン接種勧奨の効

果は報告されているが（Das et al. J Med Inter

net Res. 2017;19:e389）、それが新たなソーシャ

ルキャピタルを醸成しているかの解析までは行わ

れていない。 

当研究では、自治体や企業と連携して検証する。

我々は以前に府下自治体と共同で、母親に20歳の

娘の子宮頸がん検診受診を促してもらうことで娘

の受診率が有意に上昇し、20歳においても健康が

母親に依存していることを証明した（J Epidemio

l.[Epub]、J Obstet Gynaecol Res. 2016;42:1802

-1807）。この経験も生かして当研究を行う。 

当研究において、母子保健関連健康情報の有効

な発信の手法として、従来の紙媒体による案内よ

りオンラインメディアを利用する手法が、対象者

への情報伝達手法として効果的であると判明すれ

ば、今後、自治体からの健康情報発信は同手法を用

いたものに変わっていくことになるであろう。そ

して、この手法を様々な母子保健領域の情報発信

に活用することで、母親と子供の健康状態の向上

に寄与できる。これは、政府の掲げる「新3本の矢」

【研究要旨】 

現代の子育ては核家族化や対人関係の希薄化により、母親一人にその重責が集中し、これが母親の孤立を

生み、うつ、子供の不健康・虐待につながっていると考えられる。当研究では、母親の孤立に関連する因

子を探索し、その軽減を図るべく、母子保健関連健康情報の有効な発信手法を開発し、特にオンラインメ
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の一つである「夢をつむぐ子育て支援」に直結する

ものである。 

当研究で、オンラインメディアによる母子保健

関連健康情報の発信が新たなソーシャルキャピタ

ルの醸成につながっていることが判明すれば、単

に発信された健康活動への影響のみならず、様々

な広汎な効果が期待できる。すなわち希薄になっ

た対人関係をオンラインメディアによって再構築

でき、信頼感や互酬性の向上を通し、そしてそれが

最後には実社会活動への参加や互助社会の構築な

どにもつながるものと思われる。正に日本社会全

体の成熟が期待されるわけである。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）子育て世代の母親における健康情報の収集・

共有方法および自治体の医療健康情報・支援体制

提供状況の調査 

2018年度に実施、2019年度に報告済み 

 

（２）地域全体へのInstagram（当初のFacebook

から変更）を利用した健康情報提供の有効性の評

価 

＜（実施：2019年度、）解析：2020年度＞ 

上記（１）の調査において、利用率（特に孤独を

感じる母親における利用率）の観点から、Faceboo

kではなくInstagramを活用した情報発信の有効性

を検証することとした。 

 

 すなわち、紙媒体と比較し、ソーシャルキャピタ

ルにおいてオンラインで情報伝達の有効性が高ま

っていると考えられることから、地域限定でオン

ライン広告を用いることができるInstagramを利

用し、子育て世代全体に向けてInstagram広告等を

利用した母子保健関連医療健康情報を提供し、そ

の効果を検証する。 

当初計画ではFacebookを利用した小児救急電話

相談、妊娠中の飲酒・喫煙、母子保健関連イベント、

乳幼児健診、ワクチンなどの健康情報提供を想定

していたが、2018年度に実施した八尾市アンケー

トおよび全国インターネット調査の結果から、子

育て中の母親の孤立感と相関するものとして、経

済的な不安があること、子育ての環境について満

足できていないこと、子育てについて気軽に相談

できる人がいないこと、子育てに自信を持てない

ことがあることなどが抽出されたため、地域子育

て支援窓口の案内などの情報提供を研究課題とす

る。また、孤独を感じている母親の利用がより確認

されたInstagramを利用して情報を発信すること

とした。 

地域子育て支援窓口等の案内等をInstagram広

告で広報し、その効果を広告クリック数・リンク先

情報へのアクセス数および、地域子育て支援窓口

相談率等（前年度までの参加率と比較）で検証する。

また、Instagramでの広報においては、孤立感の軽

減を図るべく、自己肯定感や自己効力感を向上さ

せるようなメッセージも発しつつ、地域子育て支

援窓口への相談を誘導する。参加者にはアンケー

ト調査を行い、参加のきっかけなどを調査する。 

 

 
 

（３）対象者個々へのオンラインメディアを利用

した健康情報の提供の有効性の評価（新たなソー

シャルキャピタルの醸成と健康行動に及ぼす影響） 

＜（2019 年度・）2020 年度＞ 

 新型コロナウイルス感染拡大の影響で実施不可                             

          ↓ 変更 

新型コロナウイルス感染拡大下における

子育て世代の母親の生活環境・意識調査 

＜（2019・）2020 年度＞ 

 

2020年度に、健康に関する医療健康情報を半数

の対象者に対しては、SNS（Facebook、Twitter、
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LINE、Instagram等）のQRコード（URL）を記載

した紙媒体にて提供し（従来の紙媒体も同封予定）、

残りの対象者には従来の情報提供を行い、SNSを

通じた情報共有やその広がり、さらにはオンライ

ン上に留まらず、オフラインでのコミュニケーシ

ョンも含めたソーシャルキャピタルの醸成効果を

検証する（2019年度の従来の紙媒体による情報提

供とも比較する）予定であった。 

  

 

 

 
 

大阪府八尾市の2019年11月～2020年3月の4か

月健診受診対象者に対して、従来の環境（特別な案

内なし）および、地域子育て支援窓口の案内や母親

の孤独感を軽減する（自己効力感を高める）メッセ

ージを記載した紙面を送付し、受診者に対するア

ンケート調査などを行った（2020年度調査のコン

トロールとなる）が、新型コロナウイルス感染拡大

の影響で2020年3月の健診が適時に同様の形態で

は行われなかった。さらに2020年度には、紙面で

の案内とSNSのQRコードを活用した案内とのラ

ンダム化比較試験を行う予定であったが、新型コ

ロナウイルス感染拡大への対応にて自治体業務が

ひっ迫し、研究の実施が不可となった。 

 そこで、厚労省担当課に相談し、2019年度に実

施していた生後4ヶ月〜12ヶ月の子供をもつ母親

を対象としたインターネット調査と比較する形で、

同様の対象者に同様の質問を行い、子育てにおけ

る新型コロナウイルス感染拡大の影響を評価する

こととなった。調査2020年１1月18日〜19日に生

後4ヶ月〜12ヶ月の子供を持つ母親618人に対して

実施した。また、生後20ヶ月〜24ヶ月および32か

月〜36か月の子供を持つ母親それぞれ412人およ

び206人に対しても同様の質問を行い、子育てにお

ける新型コロナウイルス感染拡大の影響を生後4

ヶ月〜12ヶ月の子供をもつ母親と比較した。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）子育て世代の母親における健康情報の収

集・共有方法および自治体の医療健康情報・支援体

制提供状況の調査 

 2018年度に実施、2019年度に報告済み 

 

（２）地域全体へのFacebookを利用した健康情

報提供の有効性の評価 

＜実施：2019年度、解析：2020年度＞ 

紙媒体と比較し、ソーシャルキャピタルにおい

てオンラインで情報伝達の有効性が高まっている

と考えられることから、地域限定でオンライン広

告を用いることができる媒体を利用して、子育て

世代全体に向けて広告を利用した医療健康情報を

提供し、その効果を検証する予定である。用いる媒

体として、当初はFacebookを想定していたが、20

18年度に実施した上記研究（１－１）の結果からI

nstagramを利用することとした。 
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計画に基づいて、大阪府高槻市において、2019

年12月にInstagramを活用して地域子育て支援窓

口の案内および孤独感を軽減する（自己効力感を

高める）メッセージを発信したところ、フリークエ

ンシー：10.48、リンククリック（ユニーク）：10

61、リーチ：27528、インプレッション：288416の

結果であった。  

 

 
 

その後に行われた2020年1月～3月の4か月健診

受診者に対してアンケートを行い、Instagram情報

の認識度やその効果等を検証し、さらに、Instagr

amによる情報発信前の6月～8月の4か月健診受診

者に行ったアンケートと比較検討した。 

SNS広告の認知率は8.6％（36/419）であったが、

子育てにおいて孤独を感じた母親は、孤独を感じ

ていない母親に比して有意にSNS広告を認知して

いた率が高く（44％ v.s. 4％、p<0.01）、孤独を

感じている母親に対してSNSを通じた情報提供が

有効な手段となることが示された。また、経済的不

安を感じている母親もSNS広告を認知していた率

が高く（8.2％ v.s. 2.4％、p<0.01）、経済不安に

対するメッセージが有効となる可能性が示唆され

た。 

 

 
 

 
 

Instagramによる情報発信前（2019年6月～8月）

の4か月健診受診の母親に比して、Instagramによ

る情報発信後（2020年1月～3月）の4か月健診受診

の母親では、子育てに孤独を感じる割合は低い傾

向であり（8.1％ v.s. 5.8％、p=0.19）、地域全体

へのInstagramを利用した健康情報提供は有効で

ある可能性が示唆されたが、統計的に有意とは言

えなかった。新型コロナウイルス感染拡大の影響

で、2020年1月～3月の4か月健診の一部が延期とな

り、受診者が15％減少していたために、解析に必要

な症例数を確保できなかったことも一因と考えら

れた。 
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（３）対象者個々へのオンラインメディアを利用

した健康情報の提供の有効性の評価（新たなソー

シャルキャピタルの醸成と健康行動に及ぼす影響） 

＜（2019年度・）2020年度＞ 

新型コロナウイルス感染拡大の影響で実施不可 

          ↓変更 

新型コロナウイルス感染拡大下における子育

て世代の母親の生活環境・意識調査 

 

厚労省担当課に相談し、2019年度に実施してい

た生後4ヶ月〜12ヶ月の子供をもつ母親を対象とし

たインターネット調査と比較する形で、同様の対象

者に同様の質問を行い、子育てにおける新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響を評価することとなった。

調査2020年１1月18日〜19日に生後4ヶ月〜12ヶ

月の子供を持つ母親618人に対して実施した。 

 今回の調査において、子育てに関して気軽に相談

できる相手がいない割合は増加傾向であった（12.

1％→16.0％：p=0.086）。相談できる相手について

は、友人や近所の人がともに有意に減少し（それぞ

れ、64.6％→53.8％：p=0.001、および、11.0％→5.

4％：p=0.002）、一方、実母が有意に増加していた

（71.8％→78.2％：p=0.029）。同年代の子供を持

つ保護者同士の交流が滅多に持てない（月に1～2回

未満）母親は44.9％から64.7％に著明に上昇してい

た。 

 

 
 

 
 

 
 

 子育てに関する情報を市区町村の窓口を利用す

る割合は有意に減少し（27.7％→10.4％：p<0.001）、

保健師に電話で問い合わせる割合やSNS等で他の
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母親の動向を調べる割合が有意に増加していた（そ

れぞれ、5.8％→11.2％：p=0.003、および2.9％→3

4.8％：p<0.001）。 

 

 
 

  また、子育てにおいて孤独を感じた割合も20.1％

から24.6％に増加傾向を認めた（p=0.11）。孤独を

感じている母親においては、子育てに関する情報が

不足していると感じている割合や子育てにおいて

困ったことが増えたと感じている割合が、孤独を感

じていない母親に比して有意に高く（それぞれ、2

4.3％ v.s. 13.9％、p=0.003、および、28.3％ v.s. 

11.4％、p<0.001）、コロナ禍において子育て支援

の情報発信の重要性が増していることが改めて確

認できた。 

 

 
 

 
 

一方で、子育て環境への満足感は増加傾向であり（5

7.8％→65.6％：p=0.013）、新型コロナウイルス感

染拡大の下で何とか子育てができていることをあ

りがたく思っている可能性が考えられた。 

 

 
 

  生後20ヶ月〜24ヶ月および32か月〜36か月の

子供を持つ母親それぞれ412人および206人に対し

ても同様の質問をって子育てにおける新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響を調査したが、生後4ヶ月

〜12ヶ月の子供をもつ母親と同様の傾向であった。 

 

Ｄ．考察 

 地域全体に対するSNSを活用した情報発信は一

定の効果は示されたものの、認知率は必ずしも高く

はなく、ターゲットに適した媒体での情報発信が求

められる。 

 これを克服すべく、対象者に個別にSNSを介した

情報発信を行うことの評価を実施する予定であっ

たが、新型コロナウイルス感染拡大に伴う自治体業

務ひっ迫などにより、実施ができなかった。 

厚労省の担当課に相談の上、子育て世代の母親に
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対して当研究テーマに関連した子育てにおける情

報収集や子育て環境に関して、緊急インターネット

調査では、コロナ禍においては子育て環境が大きく

変わり、これまでのように友人や近所の人に相談す

ることができなくなっており、自治体からのSNSを

活用した情報発信の重要性が改めて確認できた。 

今後、各自治体において、SNSを介した情報発信

のための整備を急ぐ必要があり、特にCOVID-19の

影響下では、その活用が求められている。 

 

Ｅ．結論 

子育て世代の母親の孤立感は、「他に子育てがで

きる人」「周囲に相談できる人」などの物理的な援

助者の有無だけでなく、精神的な孤立によりもたら

さられており、それには個々人の自己効力感などが

相関していることが前年度までに示されていた。 

地域子育て支援窓口の案内や母親の孤独感を軽

減する（自己効力感を高める）メッセージを地域全

体にSNSを活用して発信する手法は一定の効果を

有することが判明し、情報に接する割合は必ずしも

高くはなく、ターゲットに即した情報発信手法の活

用が求められる。一方で、新型コロナウイルス感染

拡大は、子育て環境に対しても重大な影響を及ぼし

ており、他の母親との交流の機会は著しく減少し、

孤独を感じる割合も有意に上昇していた。SNSで情

報を収集する傾向が強まっていたこともあり、自治

体などからのSNSを介した適切な情報発信が、今、

正に求められている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

これまでに該当事象は発生していない 
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